
チームみやざき強化アドバイザー招へい事業補助金交付要項 

 

１ 目 的 

  高い指導力や豊富な指導経験等を有する全国の指導者を「チームみやざき強化アドバイザー」とし

て招へいし、競技力強化に特化した強化練習会や合宿等の実施、最新の技術指導の習得、国スポレベ

ルの審判基準の十分な理解を図ることで、競技得点獲得の定着化を目指す。 

 

２ 補助対象 

  高い指導力や豊富な指導経験等を有する招へい指導者。 

 

３ 補助対象経費（領収書の宛名は、競技団体名とする。） 

（１）旅費     強化練習等に伴う講師の交通費、宿泊費 

（２）使用料賃借料  会場借上料、競技用器具使用料 

（３）報償費       強化練習等に伴う講師謝金 

（４）需用費    消耗品費、講師の移動に伴う燃料費 

講師昼食費のみ（税込１，５００円以内） 

（５）役務費    通信運搬費、振込手数料、講師や参加者の傷害保険料 

 

４ 事務手続き 

事前調査の実施 事前調査（県競技力向上推進課実施）にて、競技団体は次年度の事業に関する内 

    ↓    容等の回答を行う。 

審 議 、 決 定 事前調査に基づき強化・育成委員会で対象競技団体、支援費の額等を決定する。 

      ↓                                

補助金の内示 本会から関係競技団体に補助金の額等を内示する。 

      ↓ 

補助金交付申請 関係競技団体は本会へ補助金交付申請書を提出する。 

     ↓ 

補助金の交付 本会は関係競技団体へ交付決定を通知する。 

     ↓     同時に関係競技団体の口座に補助金を振り込む。 

事 業 実 施 （令和８年４月１日～令和９年２月末日） 

     ↓ 

事業実績報告 競技団体は、事業終了後 2 週間以内（但し３月１０日まで）に本会へ報告する。 

   ↓ 

確 定 通 知 本会から関係競技団体へ額の確定通知を行う。 

 

５ 補助金は、別に定める「補助金等の執行に関する取扱」に基づき、適正に執行しなければならない。 

６ 強化・育成委員会で承認を得る。 

７  この要項は、平成３１年４月１日から施行する。 

    令和３年４月１日一部改正 

令和６年４月１日一部改正 

令和 7 年 4 月 1 日一部改正 

令和８年 4 月 1 日一部改正 


